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　世界的にカーボンニュートラルに向けた実効的な対策が求められる中で，わ

が国においても風力発電や太陽光発電など自然エネルギーを利用した発電技術

の導入が進められており，一般住宅でも太陽光発電設備や蓄電池設備が普及し

始めています。また，IoT 社会に伴うデータセンターや電気自動車の普及に伴

う新しいインフラ設備の増加や，電気設備の老朽化に伴うリニューアル工事な

ど，交流配線に限らず直流配線も含めて多様に電気設備技術者の活躍の場が広

がっています。一方で，電気工作物の破損や感電死傷も含めた電気事故件数は

横ばい状態であり，なかなかなくならないのが実態です。

　そこで筆者らは，電気を扱う技術者が知っておくべき安全保護について，体

系的に理解できる解説書の作成を目指しました。電気設備工事は電気設備の技

術基準とそれを補完する解釈および内線規程などに従って，適切に行わなけれ

ばなりません。また，日本の製造業の海外進出に伴い，東南アジア圏内での工

場の建設も進んでいます。この際，海外での電気設備工事はその国の基準で行

う必要がありますが，多くは国際規格である IEC 規格が活用されています。

しかしながら，使用電圧や電気配線の仕組みが国内外で異なることもあり，慣

れ親しんだ日本国内の規格とこの IEC 規格とを対比させた解説が欲しいとこ

ろですが，そういった書籍は見当たりません。

　本書では，低圧（600 V 以下）の電気設備の安全保護を対象として，電気設

備の技術基準と IEC の低圧電気設備の安全保護の規格を対比させながら，そ

の技術基準の理論的根拠と実際の設計方法までを含めて解説しています。安全

保護の各項目では，それぞれの要因が発生するメカニズムと具体的な対策方法

について，技術的根拠を示しながらわかりやすく解説するように心がけまし

た。また，設計や施工の実務者が具体的に業務を行う際に役立つように，試算
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例も示しました。加えて，電気設備の技術基準や IEC 規格の具体的な内容，

それに基づく電気設備の設計方法および計算例などの詳細を，Web 資料に記

載しました。実際に業務を行う担当者の方には参考にしていただきたいと思い

ます。

　最後に，本書は電気工事士や電気主任技術者など電気系の資格取得を目指す

大学・高専の諸学者，あるいは自治体や企業の電気系技術者を念頭において執

筆されています。また，海外での業務を担当する実務者の方にも，理解の一助

となれば幸いです。

　2022 年 6 月

　　安井　晋示　

本書に掲載する URL は，すべて 2022 年 6 月現在です。
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第Ⅰ編　電気設備と安全保護

　本質的に危険が内在する電気設備を安全に利用するためには，適切な安全保
護が施されていなければならない。需要場所における低圧電気設備においては，
特にそのことが重要である。
　安全性の確保にあたっては，電気設備の設計・施工・維持管理に関わる電気技
術者が，安全保護に関する規定を正しく理解した上で，行わなければならない。
そこで本書では，需要場所における低圧電気設備の安全保護のうち感電保護，過
電流保護および過電圧保護に関する規定として，電気設備技術基準（電技）および
その解釈（電技解釈），ならびに IEC 60364 シリーズを対象に，可能な範囲で両
規格を比較しながら解説することとした。電気設備に携わる技術者に対して，電
気設備における安全保護の基本的な考え方の理解を促すとともに，具体的な保護
方法の選定・施工方法を正しく理解できるように，以下に示す視点から平易に解
説しようとするものである。
　①  故障などが発生する原因とそれによって生じる被害などについて，メカニ

ズムを示すとともに，故障などに対する保護方法の考え方を解説する。
　②  電気設備の安全保護に関する基準の技術的根拠，工学的背景を解説する。
　③  電技および電技解釈と IEC 規格との差異を示すことにより，安全保護の本

質的な事項を理解させるとともに，国際的な動向の把握の一助とする。
　④  接地系統の種類と，それらの電気的観点における差異を明確にする。
　⑤  安全保護には，故障などが発生しないように事前の対策として行う保護と，

それでも発生してしまった故障などによる被害を最小限にするための保護
の二つがあることを理解させる。

第 1章　電気設備と安全保護

　本章では，わが国の規格である電技および電技解釈と国際規格である IEC 規
格について，それらの成り立ちと構成，および相違点の概要を整理して示した。
第 2 章以降の各章では，各種安全保護の詳細について解説する。
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2　　　1 .　電気設備と安全保護　

1 . 1　使用方法を誤ると危険な電気

　わが国には，現在約 2　000 件の法律がある。そのうち，「取締」の文字がつ

くものは，表 1 .1に示すように，火薬や毒物や紙幣などに関して 18 件ある。

表 1 .1　わが国における「取締法」

分　類 名　称

薬物関係

毒物及び劇物取締法
覚醒剤取締法
国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図る
ための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律
大麻取締法
麻薬及び向精神薬取締法

火薬類関係
火薬類取締法
銃砲刀剣類所持等取締法

紙幣等関係

すき入紙製造取締法
出資の受入れ，預り金及び金利等の取締りに関する法律
印紙等模造取締法
紙幣類似証券取締法
貨幣損傷等取締法
通貨及証券模造取締法
郵便切手類模造等取締法
預金等に係る不当契約の取締に関する法律

農業関係
肥料取締法
臘虎膃肭獣猟獲取締法
農薬取締法 

　電気に関しては，家庭で使用される多くの電気製品（電気用品）の安全確保

を目的として，1961 年（昭和 36 年）に定められた電気用品取締法が存在した。

ただし，同法は 2001 年（平成 13 年）に電気用品安全法と名称が変更された。

　また，わが国に電気が普及し始めた明治 16 年には，東京での街路電気燈建

設にあたって，警視庁からの許可を得ている。明治 29 年には逓信省令として
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　1 . 2　電気設備の安全性とその方策　　　3

電気事業取締規則が公布され，この規則にも「取締」の文字が使用されてい

る。なお，この規則は，本書で主として扱う電気事業法の前身である。

　いまでこそ身近で不可欠な電気だが，当初は毒物などと並ぶ危険なものとし

て扱われていた。事実，電気の利用当初，電気を原因とする死傷事故などが多

発している。これらの尊い犠牲を教訓とし，安全性の向上に関して技術者が弛
たゆ

まぬ努力を続けた結果，各種インフラ施設と比較しても，電気設備の安全性は

現在きわめて高いレベルにある。しかし，電気が危険であるという本質に変わ

りはない。したがって，電気設備の設計，施工，使用方法などを誤れば，事故

の可能性があることを忘れてはならない。

1 . 2　電気設備の安全性とその方策

1 .2 .1　電気設備の安全性

　電気設備（electrical installation）の安全性は，当該電気設備を使用する場所

や人，およびその電気機器の性能などの要素の組み合わせで決まる。電気設備

はあらゆる場所で使用される可能性がある。また，電気設備に関する知識の有

無などにかかわらず，あらゆる人が使用する可能性がある。よって，電気設備

の安全確保にあたっては，使用する場所や人に応じて適正な電気機器を選定す

ることが重要となる。

　例えば，電気設備に同一の安全レベルを確保することを前提とすると，電気

設備を風雨にさらされる屋外に設置する場合，使用する電気機器には防水性能

が必要になるなど，屋内に設置する場合とは異なる性能が要求されるであろう。

また，電気に関する専門家のみが扱う場合と幼児も扱う場合とを比較すると，

後者の場合，使用する電気機器にはより高い安全性が求められる。

1 .2 .2　電気保安四法

　電気設備の安全確保に関しては，設計，施工，維持管理などについて多くの

法令が定められている。おもなものとしては，電気事業法のほかに，電気用品
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安全法，電気工事士法および電気工事業法がある。これらを電気保安四法と呼

んでいる。

　〔 1〕　電 気 事 業 法　　電気事業を適正に運用するため，電気工作物の工

事などを規制することによって公共の安全を確保し，環境を保全することを目

的とする法律である。この法律における電気工作物は，図 1 .1のように，一般

用電気工作物と事業用電気工作物に分類されている。なお，関係法令に基づく

航空機，車両，船舶，自動車などは，電気工作物からは除外されている。

　〔 2〕　電気用品安全法　　一般用電気工作物は電気に関する専門家以外の人

も扱うことから，そこにおいて使用される電気機器（電気用品）の安全性を確

保することを目的とした法律である。

　電気用品に関する規制については，電気用品取締規則（昭和 10 年）によっ

て行われていた。しかし，実状に沿わなくなったので，昭和 36 年に電気用品

取締法が制定・公布された。この法律は，一般用電気工作物で使用される電気

用品について，粗悪な電気用品による危険および障害の発生を防止することを

目的としていた。平成 13 年には，名称が電気用品安全法と改められ，「電気用

品の安全性の確保につき民間事業者の自主的な活動を促進することにより，電

気用品による危険及び障害の発生を防止すること」が目的とされた。

　なお，この法律でいう電気用品とは，① 一般用電気工作物とこれに接続し

て用いられる機械・器具または材料，② 携帯発電機，③ 蓄電池であり，政令

で定めるものとしている。これら電気用品は，図 1 .2に示すように，特に危険

または障害の発生するおそれが多い特定電気用品と，その他の電気用品に分類

される。現在，特定電気用品は 116 品目，特定電気用品以外の電気用品は 341

品目が指定されている。加えて，所定の性能を有した電気用品には，図 1 .3の

表示がなされている。

　〔 3〕　電気工事士法　　電気工事の作業に従事する者の資格および義務を

定めることにより，電気工事の欠陥による災害の発生を防止することを目的と

した法律である。電気工事が適正に実施されなければ電気設備の安全性は確保

できないことから，電気工作物の種類に応じて，電気工事を実施する者の能力
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